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議案第３５号

令　和　３　年　度

西東京市下水道事業会計予算



 （総則）
第１条　令和３年度西東京市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
　(１)  計画人口 193,300 人
　(２)  年間処理水量 ㎥
　(３)  一日平均処理水量 64,832 ㎥
　(４)  主な建設改良事業

　　　西東京都市計画道路築造関連事業
　　 千円

 （収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　下水道事業収益 3,327,727 千円
　　第１項　営業収益 2,255,156 千円
　　第２項　営業外収益 1,072,571 千円

　第１款　下水道事業費用 3,159,194 千円
　　第１項　営業費用 2,977,565 千円
　　第２項　営業外費用 172,629 千円
　　第３項　予備費 9,000 千円

 （資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に
　対し不足する額 501,223千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 56,515千
　円、過年度分損益勘定留保資金 18,985千円、当年度分損益勘定留保資金 425,723千円で補填
　するものとする。)。

　第１款　資本的収入 641,213 千円
　　第１項　企業債 608,200 千円
　　第２項　負担金等 200 千円
　　第３項　出資金 32,812 千円
　　第４項　その他資本的収入 1 千円

　第１款　資本的支出 1,142,436 千円
　　第１項　建設改良費 646,664 千円
　　第２項　固定資産購入費 1,319 千円
　　第３項　企業債償還金 494,453 千円

令和３年度西東京市下水道事業会計予算

23,663,720

195,827

収　　　　入

支　　　　出

収　　　　入

支　　　　出
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 （企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（単位：千円）

 （一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、300,000千円と定める。

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　(１)  営業費用と営業外費用の間の流用

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又
　はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
　(１)  職員給与費 100,118 千円

 （他会計からの補助金）
第９条　下水道事業に充てるため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、42,520千円で
　ある。

　令和３年５月２８日  提出

西東京市長　　池　澤　隆　史

　据置期間を含み４０
年以内に償還する。
　ただし、市財政の都
合により据置期間及び
償還期限を短縮し若し
くは繰上償還又は低利
債に借換えすることが
できる。

利　率起債の方法

下水道事業 608,200
証書借入
又　　は
証券発行

起債の目的 限度額 償還の方法

５．０％以内

（ただし、利率見直し

方式で借り入れる場合、

利率の見直しを行った

後においては、当該見

直し後の利率）
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予 算 説 明





（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

賞与等引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

小計

利息及び配当金の受取額

利息及び企業債取扱諸費の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

受益者負担金による収入

他会計出資金による収入

寄附金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

84

△ 1,006,419

△ 10,704

816

△ 5

93,546

２　令和３年度西東京市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書　　

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

152,562

1,517,072

5,693

382

△ 343,380

200

32,812

1

△ 558,449

753,027

5

△ 93,546

659,486

△ 248,082

517,283

732,067

608,200

△ 480,903

△ 13,550

113,747

214,784
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（単位：千円）

1

(1)

(2)

(3)

2

(1)

(2)

(3) 流域下水道維持管理負担金

(4)

(5)

3

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

4

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

(2)

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

そ の 他 営 業 収 益 236 2,080,620

６　令和２年度西東京市下水道事業予定損益計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料 2,035,369

雨 水 処 理 負 担 金 45,015

総 係 費 359,368

885,785

営 業 費 用

管 渠 費 148,979

営 業 損 失 834,950

減 価 償 却 費 1,511,837

資 産 減 耗 費 9,601 2,915,570

他 会 計 補 助 金 90,471

補 助 金 8,400

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金 5

営 業 外 費 用

長 期 前 受 金 戻 入 1,002,017

雑 収 益 61 1,100,954

経 常 利 益 157,440

107,547

雑 支 出 1,017 108,564 992,390

当 年 度 純 利 益 157,440

374,055

216,615
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Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 固定資産の減価償却の方法

(1） 有形固定資産

・ 減価償却の方法

定額法による。

・ 主な耐用年数

建物

構築物

機械及び装置

(2） 無形固定資産

・ 減価償却の方法

定額法による。

・ 主な耐用年数

施設利用権

荒川右岸東京流域下水道建設負担金　45年

２ 引当金の計上方法

(1） 退職給付引当金

(2） 賞与引当金及び法定福利費引当金

(3） 貸倒引当金

３ 消費税等の会計方式

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き処理による。

Ⅱ 予定貸借対照表に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅲ リース契約により使用する固定資産に関する注記

１ リース会計に係る特例

８　注　　　記

　職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末
における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を
計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上してい
る。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理による。

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当
金は計上していない。

　　50年

　　50年

10～20年

　　50年

　令和３年度予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算
して１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は
583,118千円である。
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